
 

 

確定申告が終わってホッとしている方もいると思いますが、提出した決算書・確定申

告書の控えをもう一度見直し、やるべきことを確認しましょう。 

申告書の内容をもう一度確認したり、提出した所得税や消費税の確定申告に計算誤

りなど、間違いがある場合は次の方法で訂正することができます。 

 

１．税額が多かった時 

納付すべき税額より多く申告していた場合、または還付を受ける税額が少な 

かった場合には、税務署に「更正の請求書」を提出します。更正の請求には 

期限があり、原則として法廷申告期限より５年以内です。 

 

２．税額が少なかった時 

納付すべき税額より少なく申告していた場合、または還付を受ける税額が 

多すぎた場合には、税務署に「修正申告書」を提出します。修正申告は税務署に

よる更正があるまではいつでもできますが、修正により納める税額には法廷納期

限（前年分の所得税は当年３月１５日）を過ぎると納期限の翌日から納付日まで

の期間について延滞税がかかります。 

 

３．確定申告を忘れたとき 

期限内に申告することを忘れたときは、できるだけ早く申告します。もし申告の 

必要があるにもかかわらず、行わなかったときは税務署長が税額などを決定し 

ます。前述の延滞税のほかに、加算税が付加される場合がありますのでご注意く 

ださい。 

 

 

 

１．振替口座の残額を確認しましょう。 

前年分の確定申告の振替納付日は、所得税が当年４月２０日頃、消費税が同４月 

２５日頃です。振替口座の残額を確認しましょう。残高不足などで振替ができな 

かった場合は延滞税がかかります。 

確定申告の後にすべきこと 

納税準備を行いましょう 



２．住民税などの納付に備えましょう。 

所得税の確定申告書を提出した場合は、個人の住民税は事業税の申告がなされ 

たものとみなされます。住民税は市町村から納税通知書が送られ、年４回に分け 

て納付します（普通徴収の場合）。事業税は７０種の法廷業種に該当する人に 

都道府県納税通知書が送られ、原則として８月と１１月に納付します。 

 

 

 

還付金がある場合は、税務署から還付金明細はがきが送付されます。なお、還付金が

支払われるまでの期間に応じた還付加算額がある場合は、次回の確定申告時に雑所

得として申告する必要があります。はがきに記載された明細を確認しましょう。 

 

 

 

前年分の所得税や消費税の申告状況に応じて、予定納税や中間申告が必要になる場

合があります。 

 

１．所得税の予定納税 

前年分の所得金額や税額などを基に計算した場合、予定納税基準額が１５万円 

以上である場合（特別農業所得者を除く）その３分の１に相当する金額を第１期 

分（納期限７月３１日）、第２期分（納期限１１月３０日）として納付します。 

この予定納税額は原則として６月１５日までに税務署から通知されます。なお、 

その年の６月３０日の状況で所得税の見積額が予定納税基準額よりも少なくな 

る人は、７月１５日までに税務署に「予定納税額の減額申請書」を提出して承認 

されます。第２期分だけの減額の場合は、１０月３１日の現況により１１月１５ 

日までに申請します。 

 

２．消費税の中間申告・納付 

前年分の確定消費税額（年税額）が４８万円を超える場合は、原則として中間 

申告と納付が必要になり、税務署から税額などが通知されます。なお、４８万円 

以下の場合でも、任意に中間申告と納付を行う制度が設けられています。 

還付金のはがきは内容を確認しましょう 

予定納税や中間申告を確認しましょう 



 

 

その年が課税事業者であるかどうかは、原則として前々年（基準期間）の課税売上高

が１０００万円を超えているかで判定します。例えば、令和２年分の課税売上高が１

０００万円を超えた場合は令和４年が課税事業者となります。「消費税課税事業者届

出書」 

また、これまで課税事業者の人が前年分の課税売上高が１０００万円以下の場合、当

年は免税事業者となります。「消費税の納税義務者でなくなった旨の届出書」 

いずれの場合も速やかに税務署にその旨の届出書を提出します。令和４年分につい

て簡易課税を選択する場合や簡易課税の選択を取りやめる場合には、当年１２月３

１日までに税務署に「消費税簡易課税制度選択届出手続」を提出する必要がありま

す。 

 

 

帳簿や決算関係書類の保存期間は下表のとおり 

保存が必要なもの 保存期間 

帳簿 
仕訳帳、総勘定元帳、現金出納帳、売掛帳、買掛帳、 

経費帳、固定資産台帳など 
７年 

書類 

決算関係書類 損益計算書、貸借対照表、棚卸表など ７年 

現金預金取引等 

関係書類 
領収証、小切手控、預金通帳、借用証など ７年＊ 

その他の書類 

取引に関して作成し、又は受領した上記 

以外の書類（請求書、見積書、契約書、 

納品書、送り状など） 

５年 

＊前々年分所得が３００万円以下の方は、５年 

 

なお、会計ソフトについては、電子データによる保存の承認を得ている以外は、帳簿

などを紙に印刷してつづる必要があります。 

 

消費税の届出書の提出を確認しましょう 

帳簿や関係書類などを保存しましょう 


